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登録型のプッシュ型メールシステムによる高齢者避難支援「逃げなきゃコール」
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地域防災コラボチャンネル

地域防災コラボチャンネルは、平成30年7月豪雨を踏まえ設置した「住民自らの行動に結びつく水害

・土砂災害ハザード・リスク情報共有プロジェクト」の施策の１つで、ケーブルテレビの地域密着性と
いうメディア特性を活かして、洪水時の切迫した映像情報や河川情報を届け、住民の的確な避難行
動につなげるものです。今回、社会実験として、１７事業者が参加。

整備局 該当事務所 ケーブルテレビ事業者

北海道 帯広開発開発建設部 株式会社帯広シティーケーブル

東北 秋田河川国道事務所 秋田ケーブルテレビ株式会社

京浜河川事務所 イッツ・コミュニケーションズ株式会社

利根川上流河川事務所

下館河川事務所
ケーブルテレビ株式会社

千曲川河川事務所
株式会社インフォメーション・ネットワー

ク・コミュニティ

高田河川国道事務所 上越ケーブルビジョン株式会社

木曽川上流河川事務所 シーシーエヌ株式会社

豊橋河川事務所 株式会社キャッチネットワーク

株式会社ベイ・コミュニケーションズ

日野川河川事務所 株式会社中海テレビ放送

野村ダム管理所 西予CATV株式会社

大洲河川国道事務所、

山鳥坂ダム工事事務所
株式会社ケーブルネットワーク西瀬戸

延岡河川国道事務所 株式会社ケーブルメディアワイワイ

武雄河川事務所 株式会社ケーブルワン

関東

中部

北陸

九州

株式会社ちゅピＣＯＭひろしま

株式会社ちゅピＣＯＭふれあい

株式会社ジュピターテレコム

 （近畿整備局エリア内）

近畿
猪名川河川事務所

淀川河川事務所

四国

中国
太田川河川事務所

地域防災コラボチャンネル参加事業者

ケーブルテレビ放送例
（上越ケーブルビジョン株式会社（新潟県上越市））
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水害リスクラインによる水位情報の提供

概ね200ｍごとに計算した水位と、堤防の高さとの比較した危険度を表示する「水害リスクライン」に
より、災害の切迫感をわかりやすく伝える取組を推進


